
不実の所有権移転登記がされたことにつ

き、所有者が当該移転登記の抹消を請求した

事案において、所有者にも重い帰責性がある

として、民法94条２項、110条を類推適用す

べきものとされた事例（最高裁　平成18年２

月23日判決　上告棄却　判例タイムズ1205号

120頁）

１　事案の概要

平成８年１月、ＸはＹ１の紹介により本事

例における対象不動産（以下「本件不動産」

という。）を7,300万円で購入し、第三者への

賃貸事務をＹ１に依頼した。その後ＸはＹ１

に言われるままに本件不動産の権利証を預け

るなどした。平成12年２月、Ｙ１は上記権利

証を用いて本件不動産についてＸからＹ１に

対する売買を原因とする所有権移転登記手続

きを行った。さらに平成12年４月、本件不動

産についてＹ１からＹ２（以下Ｙ１及びＹ２

をあわせて「Ｙら」という。）への売買を原

因とする所有権移転登記手続きがなされた。

ＸはＹ１に対し本件不動産の売却およびそ

れ以外の事項について何らの処分権限も授与

していないと主張し、上記所有権移転登記2

件の抹消を請求した。

これに対しＹらは、Ｘは本件不動産の購入

に関する一切の手続き、購入後の賃貸の手続

きについてＹ１に対し代理権を授与している

ので、Ｙ１は表見代理の要件である基本代理

権を授与されており、さらにＸは、本件不動

産についてＸを売主、Ｙ１を買主とする売買

契約書に自署し実印を押印していると反論し

た。

１審地方裁判所は、ＸはＹ１に対し本件不

動産の購入に関する一切の手続き、購入後の

賃貸の手続きについて代理権を授与したと認

定し、またＸはＹ１を信頼して様々な代理権

の授与、契約書作成、権利証や印鑑証明書の

交付を行っているので、Ｙ１の行為について

Ｘに責任が帰せられるのはやむを得ないと判

示し、Ｘの請求を棄却した。

判決を不服としたＸは控訴したが、２審高

等裁判所は、売買契約書にその内容を確認す

ることなく署名・押印したり、Ｙ１から言わ

れるままに実印を渡しこれを用いて書類に押

印するのを漫然と放置していたことなどは、

基本代理権の授与と同様に、Ｙ１の権限濫用

を許してしまったことに関し重大な過失があ

ったというべきであるが、ＸとＹ１の間には

本件不動産の所有権移転の原因はなく、Ｘは

Ｙ１に対しては本件不動産の所有権を主張し

うると判示し、Ｘの請求を一部認容した。２

審高等裁判所の判決を不服としたＸは上告し

た。

２　判決の要旨

最高裁は以下のように判示し、高裁の判断

は正当であるとした。

盧 確定事実によれば、ＸはＹ１に対し、合

理的な理由もなく、本件不動産の権利証を
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Ｙ１に預けたままにし、本件不動産を売却

する意思がないのにＹ１の言うままに売買

契約書に署名押印し、Ｙ１がＸの面前で本

件不動産の登記申請書に実印を押印したの

にその内容を確認することもなく漫然とこ

れをみていたというのである。そうすると

Ｙ１が本件不動産の所有権移転登記をする

ことができたのは、上記のようなＸのあま

りにも不注意な行為によるものであり、Ｘ

の帰責の程度は自ら虚偽の外観の作出に積

極的に関与した場合やこれを知りながらあ

えて放置した場合と同視しうるほど重いも

のというべきである。

盪　またＹ２がそのように信ずることについ

て過失がなかったのであるから、民法94条

２項（虚偽表示）、110条（権限外の行為の

表見代理）の類推適用により、ＸはＹ１が

本件不動産の所有権を取得していないこと

をＹ２に対して主張できないものと解する

のが相当である。

３　まとめ

本事例は、自己の所有する不動産の売却に

つき虚偽の外観作出を認識していなかった場

合においても、これに積極的に関与した場合

や、これを知りながらあえて放置した場合と

同等の帰責性を認めたものである。民法94条

２項（虚偽表示）は、本来は権利者が名義人

と通謀して意思表示をすることにより故意に

虚偽の外観を作り出した場合に適用される規

定である。本件は、これまで判例により同法

の類推適用が認められてきた類型にあてはま

らない事案について初めて類推適用を認めた

ものであり、実務上参考になると思われる。


